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○ ３大学開校により、昼間人口が約２割増加 （7,900人→9,100人）

○ 中心拠点区域における空き家が約３割減少 （216件→151件） ※効果は和歌山市資料から国土交通省が試算

《 公的不動産（ＰＲＥ）等既存ストック
を活用した都市機能の集約化 》
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中心拠点区域

人口減少【S45年とH22年は同水準】が進む一方で、市街地が拡散【DID面積：3,370ｈａ（S45）→ 6,284ｈａ（H22）】し、

人口密度が6割【DID密度：75.4人／ｈａ（Ｓ45）→ 45.2人／ｈａ（Ｈ22）】に下落

都市計画法第３４条第１１号条例（５０戸連たん制度）を原則廃止

⇒ 調整区域内における開発許可件数が概ね半減

※これまで１１号条例全面廃止は、三大都市圏の３自治体のみ。

市街化調整区域内の開発許可制度の大幅見直し

⇒ 人口密度の低下で中心部に生じた公的不動産（ＰＲＥ）の跡地を都市機能集約の起爆剤に活用

空き店舗等の有効活用

・家守会社（５社創業）
・リノベーションスクール（５回）開催（合計１５３人受講）
・２年で１３件の事業化により、約３０人の雇用が創出
・わかやまリノベーション推進指針をH29.3に策定し、民
間主導・公民連携によるリノベーションまちづくりを推進

ピザ店の出店実現

リノベーションスクール

和歌山城
再開発事業（病院・食品スーパー等）

３大学誘致（定員：１，２８０名）

0 125 250 375 500
ｍ

リノベーションスクールより事業化した案件

リノベーションスクールより事業化する候補地

期待される効果

再開発事業（専修学校・店舗等）

郊外の大学敷地ではなく、中心拠点の中学校跡地に学部開設

和歌山県立医科大学【薬学部：６学年６００人】

県外（東京都）ではなく、中心拠点の小学校校舎跡等に学部開設

東京医療保健大学【看護学部：４学年３６０人】

中心拠点外の保育所（１か所）と既設の岡山幼稚園を集約

岡山認定こども園

郊外の施設から地場産業発信機能を移転

まちおこしセンター（地域交流センターと合築）

南海和歌山市駅

ＪＲ和歌山駅

市民図書館の移転整備に合わせて、ブックカフェと子育てスペー
ス、託児所（一時預かり）を創設。

再開発事業（図書館・商業施設等）

中心拠点外の保育所（２カ所）・幼稚園（１カ所）と既設の本町幼稚園を集約

本町認定こども園（こども総合支援センターと合築）

和歌山信愛大学（教育学部：４学年３２０人）

郊外の短期大学敷地ではなく、中心拠点の小学校校舎跡に大学開設

（地域公共交通網形成計画）平成３１年３月
（立地適正化計画）平成２９年３月１日公表（都市機能）

平成３０年10月1日変更 （居住）

伏虎義務教育学校（小・中一貫校）

和歌山県和歌山市：人口約３６．４万人（Ｈ27）↘約２９．８万人（R17）

貴志川線

和歌山線

紀勢線

公共交通ネットワークの維持と連携した拠点の集約化

○都市機能誘導区域を集約（地域拠点区域：候補６９カ所⇒選定１２カ所）
〇居住誘導区域を住宅の供給を誘導するエリアとして設定
⇒ 区域内の開発許可基準を緩和（区域外既存道路の緩和等）し住宅を誘導
○各拠点の公共交通ネットワークを民間事業者と連携して維持
⇒ 廃止寸前であった貴志川線（鉄道路線）を公募にて新しい事業者を選定
猫を駅長に抜擢するなど日本一心豊かなローカル線に向けて取組を実施
※輸送人員 １９２．２万人／年間（H１７）→２３２万人／年間（H２７）
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